
第１編 総規 （東近江行政組合規約） 

 

東近江行政組合規約 

（ 昭 和 4 7 年 ４ 月 １ 日 ） 
（ 県 指 令 地 第 4 7 1 号 ） 

改正  昭和50年８月１日県指令自振第30号 

昭和52年２月14日県指令八県県第68号 

昭和52年10月28日県指令八県県第571号 

昭和53年３月31日県指令八県県第211号 

昭和55年３月31日県指令八県県第218号 

昭和62年11月７日県指令市振第1682号 

平成３年３月１日県指令市振第402号 

平成４年３月31日県指令市振第551号 

平成５年６月17日県指令市振第1165号 

平成10年１月12日県指令市振第61号 

平成11年４月１日県指令市振第1168号 

平成17年１月31日県指令合支第８号 

平成17年11月８日県指令自振第30号 

平成19年２月23日県指令自振第15号 

平成22年２月17日県指令自振第６号 

平成22年８月10日県指令自振第34号 

平成24年３月30日県指令自振第13号 

平成26年１月31日県指令市振第２号 

平成29年３月30日県指令市振第３号 

 

第１章 総則 

（組合の名称） 

第１条 この組合は、東近江行政組合（以下「組合」という。）という。  

（組合を組織する地方公共団体） 

第２条 組合は、次の市町（以下「組合市町」という。）をもって組織する。  

近江八幡市 

東 近 江 市 

日 野 町 

竜 王 町 

愛 荘 町 

（平 17 県指令８・平 17 県指令 30・平 22 県指令 34・平 24 県指令 13・一部改正） 

（共同処理する事務） 

第３条 組合は、次の各号に掲げる事務を共同処理する。  

(1) 地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律（平成

４年法律第76号）に基づく基本的な計画の作成及び変更並びに計画に基づく事業

の実施及び実施についての連絡調整に関する事務 

（平 29 県指令３・３号繰上） 

(2) 消防に関する事務（消防団に関する事務を除く。） 
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（平 29 県指令３・３号繰上） 

(3) 休日急患診療所の設置及び管理運営に関する事務 

（平 29 県指令３・３号繰上） 

(4) 地域医療支援センターの建築及び施設管理に関する事務 

（平 24 県指令 13・１号追加 平 29 県指令３・３号繰上） 

(5) 火薬類取締法(昭和 25 年法律第 149 号)､火薬類取締法施行令(昭和 25 年政令第

323 号)及び火薬類取締法施行規則(昭和 25 年通商産業省令第 88 号)に基づく事

務のうち､滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例(平成 18 年

滋賀県条例第 71 号)第 2 条の規定により市町が処理することとされた事務 

（平 26 県指令２・１号追加 平 29 県指令３・３号繰上） 

 (6) 広域観光に関する事務 

（平 29 県指令３・１号追加） 

２ 前項に規定する事務を共同処理する組合市町については、次の表のとおりとする。 

（平 17 県指令８・１項追加 平 24 県指令 13・平 29 県指令３・一部改正） 

 

  共同処理する事務        関係組合市町 

第１号、第３号、第４号及び第

６号に掲げる事務 

 

近江八幡市 東近江市 日野町 竜王町 

 

 

第２号及び第５号に掲げる事務 

 

 

近江八幡市 東近江市 日野町 竜王町 愛荘町 

 

（平成 26 県指令２・平 29 県指令３・一部改正） 

（事務所の位置） 

第４条 組合の事務所は、東近江市東今崎町５番33号に置く。 

（平 17 県指令８・一部改正） 

 

第２章 組合の議会 

（議会の組織） 

第５条 組合の議会の議員（以下「組合議員」という。）の定数は18人とし、組合市

町の定数は、次のとおりとする。  

近江八幡市     ５人 

東 近 江 市     ７人 
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日 野 町     ２人 

竜 王 町     ２人 

愛 荘 町     ２人 

（平 17 県指令８・平 17 県指令 30・平 22 県指令 34・平 24 県指令 13・一部改正） 

（議員の選挙） 

第６条 組合議員は、組合市町の議会において当該組合市町の議会の議員のうちから

選挙する。 

２ 前項の選挙が終わったときは、組合市町の長は直ちにその結果を組合の管理者に

通知しなければならない。 

（補欠選挙） 

第７条 組合議員に欠員を生じたときは、関係組合市町は直ちに補欠選挙を行わなけ

ればならない。 

２ 前条第２項の規定は、前項の場合に準用する。 

（組合議員の任期） 

第８条 組合議員の任期は、組合市町の議会の議員の任期による。 

  (特別議決) 

第８条の２ 組合の議会の議決すべき事件のうち、組合市町の一部の市町に係るもの

の議決については、当該事件に関係する市町の議会から選出されている組合議員の

出席者の過半数の賛成を含む出席議員の過半数でこれを決する。 

（平 24 県指令 13・１条追加） 

（議会の議長及び副議長） 

第９条 組合の議会に議長及び副議長を置く。 

２ 議長及び副議長は、組合の議会において組合議員の中から選挙する。 

３ 議長及び副議長の任期は、組合議員としての任期による。  

 

第３章 執行機関 

（執行機関の組織） 

第10条 組合に管理者及び副管理者を置く。  

（平 17 県指令８・平 17 県指令 30・平 19 県指令 15・一部改正） 

（管理者及び副管理者） 

第11条 管理者は、組合の議会において組合市町の長のうちからこれを選任する。 
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２ 副管理者は、管理者以外の組合市町の長及び管理者の属する組合市町の副市町長

（管理者の属する組合市町に２人以上の副市町長が置かれている場合は、管理者の

指定する副市町長とする。以下同じ。）をもって充てる。 

３ 管理者は、組合を代表し、その事務を総理する。 

４ 副管理者は、管理者を補佐し管理者に事故あるとき、又は欠けたときは、管理者

があらかじめ定めた者がその職務を代理する。 

(平 19 県指令 15・一部改正） 

（管理者及び副管理者の任期） 

第12条 管理者及び副管理者の任期は、当該組合市町の長又は副市町長の在任期間と

する。 

(平 19 県指令 15・一部改正） 

（会計管理者） 

第13条 組合に会計管理者を置く。 

２ 会計管理者は、管理者が任免する。 

（平 29 県指令３・一部改正） 

３ 会計管理者は、組合の会計事務をつかさどる。 

（職員） 

第14条 第10条及び前条に定める者を除くほか、組合に職員を置く。 

２ 組合の一般職の職員の定数は条例で定める。 

(平 19 県指令 15・一部改正） 

（監査委員） 

第15条 組合に監査委員２人を置く。 

２ 監査委員は、管理者が組合の議会の同意を得て組合議員及び識見を有する者のう

ちからそれぞれ１人を選任する。 

３ 監査委員の任期は、識見を有するもののうちから選任される者にあっては４年と

し、組合議員のうちから選任された者にあっては組合議員の任期による。 

 

第４章 組合の経費 

（経費の支弁） 

第16条 組合の経費は、組合市町の負担金、財産運用収入、手数料及びその他の収入

をもって支弁する。 

２ 前項の負担金は、次の各号に定める基準に従い組合市町の長の協議で定める割合
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により、組合市町に分賦する。ただし、休日急患診療所建築費及び第３条第１項第

４号の事務に要する経費に係る負担金の分賦については、組合市町の長の協議によ

り別に定める。 

（平 24 県指令 13・平 29 県指令３・一部改正） 

(1) 第３条第１項第１号、第６号及び組合の事務管理に要する経費 均等割及び人

口割 

（平 24 県指令 13・平 29 県指令３・一部改正） 

(2) 第３条第１項第２号の事務に要する経費 当該会計年度の地方交付税に係る消

防費基準財政需要額 

（平 24 県指令 13・平 29 県指令３・一部改正） 

(3) 第３条第１項第３号の事務に要する経費 均等割、人口割及び利用割 

（平 24 県指令 13・平 29 県指令３・一部改正） 

 

付 則 

１ この規約は、設立許可のあった日から施行する。 

２ この規約施行の際、現に組合の議員選挙の手続きが開始されるものについては、

第６条第１項の規定により選挙されたものとみなす。 

３ 昭和47年度における組合市町の負担金については、第16条の規定にかかわらず管

理者が組合議会の議決を得て別に定める。 

付 則（昭和50年８月１日県指令自振第30号） 

この規約は、県知事の許可のあった日から施行する。 

付 則（昭和52年２月14日県指令八県県第68号） 

この規約は、許可のあった日から施行する。 

付 則（昭和52年10月28日県指令八県県第571号） 

この規約は、許可のあった日から施行する。 

付 則（昭和53年３月31日県指令八県県第211号） 

この規約は、許可のあった日から施行する。 

付 則（昭和55年３月31日県指令八県県第218号） 

この規約は、許可のあった日（昭和 55 年３月 31 日）から施行する。 

付 則（昭和62年11月７日県指令市振第1682号） 

この規約は、許可のあった日から施行する。 

付 則（平成３年３月１日県指令市振第402号） 
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１ この規約は、滋賀県知事の許可のあった日から施行する。 

２ 組合は、平成３年２月28日をもって解散する湖東伝染病舎組合、近江八幡市外３

ケ町伝染病舎組合および中部地域広域市町村圏協議会の事務を継承する。 

付 則（平成４年３月31日県指令市振第551号） 

この規約は、許可のあった日から施行する。 

付 則（平成５年６月17日県指令市振第1165号） 

この規約は、滋賀県知事の許可のあった日から施行する。ただし、第４条の改正規

定は、平成５年４月１日から施行する。 

付 則（平成10年１月12日県指令市振第61号） 

この規約は、平成 10 年４月１日から施行する。 

付 則（平成11年４月１日県指令市振第1168号） 

この規約は、平成 11 年４月１日から施行する。 

付 則（平成17年１月31日県指令合支第８号） 

（施行期日） 

１ この規約は、平成17年２月11日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成17年２月11日から平成17年10月31日までの間における改正後の第５条の規定

の適用については、同条中「18人」とあるのは「21人」と、「東近江市    ４

人」とあるのは「東近江市    ７人」とする。 

付 則（平成17年11月８日県指令自振第30号） 

この規約は、平成 18 年１月１日から施行する。 

付 則（平成19年２月23日県指令自振第15号） 

（施行期日） 

１ この規約は、平成19年４月１日から施行する。 

（収入役に関する経過措置） 

２ この規約の施行の際現に在職する収入役は、その任期中に限り、なお従前の例に

より在職するものとする。 

３ 前項の場合においては、変更後の規約第10条及び第13条の規定は適用せず、変更

前の規約第10条、第12条及び第13条の規定は、なおその効力を有する。この場合に

おいて、変更前の規約第13条中「助役」とあるのは、「副市町長」とする。 
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付 則（平成22年２月17日県指令自振第６号） 

 この規約は、平成22年３月20日から施行する。 

   付 則（平成 22 年８月 10 日県指令自振第 34 号） 

 （施行期日） 

１ この規約は、滋賀県知事の許可のあった日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規約の施行の日から平成 23 年４月 29 日までの間における改正後の第５条の

規定の適用については、同条中「15 人」とあるのは「16 人」と、「近江八幡市 ５

人」とあるのは「近江八幡市 ６人」とする。 

   付 則（平成 24 年 3 月 30 日県指令自振第 13 号） 

 この規約中第 1 条の規定は滋賀県知事の許可のあった日から、第２条の規定は平成

２４年１０月１日から施行する。 

   付 則（平成 26 年 1 月 31 日県指令市振第２号） 

 この規約は、平成 26 年４月１日から施行する。 

  附 則（平成 29 年３月 30 日県指令市振第３号） 

 この規約は、平成 29 年４月１日から施行する。 

 


